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シグナリング均衡存在定理の新展開

一一-Spenceモテソレの一般化一一一

盛 山 和 夫

1. はじめに

高等教育が著しく普及して大学卒であることがかつてのような特権的

地位を約束しなくなった今日，あらためて教育の社会的意義がさまざま

な側面から聞い直されはじめている。日本においては，苛烈な，あるい

はそう言われている，受験競争という現象を前にして，学歴社会一ーそ

の定義はいまだやや腰昧であるがーーの諸問題が追究されており，アメ

リカでもまた多少異なった関心からではあるが，高等教育が社会におい

てはたす役割についての研究が盛んになってきている九 こうした研究

の中心的テーマの一つが， Iはたして高等教育は， それを受ける個人あ

るいは社会全体に対して利益をもたらしているか，もたらしているとす

ればどのような，誰に対する利益か」という問題である。この問題に対

して厳密に答えようとすることは， しかしながらそう容易なことではな

い。なぜならば，そのためには考えうるさまざまな利益の明確な定義，

そうした利益が教育によって生み出されるメカニズムの分析と解明，さ

らにはそうしたメカニズムが本当に働いているかどうかを経験的に判定

するための調査技法の開発，などが必要だからである。明らかに，単に

社会調査を繰り返すだけでは，かかる問題への十分な接近は期待できな

いだろう。

われわれに必要なのは，厳密に定式化された理論モデルである。むろ

ん，経験的に妥当な理論モデノレを確立することは社会科学においては極

めて困難なことであり，早急にはそのようなものは期待できない。した
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がって当分われわれができること，そしてしなければならないことは，

理論モテ、ルの試みを提示すること，それも，思いつく限りの多様なモデ

ルを提示してみることである。妥当な理論モデルへの道は， このように

して出されたさまざまなモテ、ルについて，それらの論理性を検討すると

ともに，経験的検証の方法を探求してゆくことを通じてのみ聞かれてい

るだろう。いうまでもなく， これはあらゆる経験科学の常道である。

さて，教育の効用に関する理論モデノレとしては，今日までに 3種類の

ものがあると言ってよいだろう。それらはすべて経済学者によるもので

あり，そのためもあって，それらにおける「効用」はすべて経済的なも

のに限られている。

一つは， Beckerらによって展開された「人的資本論」である。 CBe・

cker， 1964Jこれは，高等教育が人々の技能，知識の向上を通じて，そ

の「限界生産性」の増大に貢献する点に注目する。その後この考えに基

づ、いて，生涯賃金の学歴別格差や教育投資の経済的収益率の測定の試み

が数多く行なわれている九

第2には「スクリーニング(ふるいわけ)論」と呼ぶうる考え方があ

る。これは，高等教育を受ける能力あるいは修了する能力が個々人の直

接には観察不能な限界生産性を顕示するという機能に注目するCArrow，

1973; Stiglitz， 1975J。この理論の極限的なケースにおいては，人々の

限界生産性が高等教育によって増大させられることを否定する。むろん

これは議論のための仮説であるが， Arrowの「明らかに専門学校は市

場価値をもっ真の技能を教えるし， 大学の理系コースもそうする。だ

が，大半の文系(1iberalarts) コースに関しては， このことはかなり

不確かであるJCArrow， 1973: 195Jという見方もそう的外れではない

かもしれない。この理論の明らかにした興味深い知見は，たんにスグリ

ーニング機能だけしか存在しないとしても，それが個人に対しても社会

全体に対しても経済的効用をもたらしうるということである。

第3のモデルは「シグナリング・モテゃル」と呼ばれる。これは多くの

点でスクリーニング・モデルと共通の構造をもっているが，後者が人々
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を簡い分けるという機構に焦点を置くのに対して，教育年数という顕示

的な標識(シグナノレ)に基づいて潜在的な「真の」能力を推定し，行動

決定する， という側面に注目するわ。 このタイプのモデルの主たる関心

は，教育の効果ということよりも， より一般的に「不完全情報下におけ

る市場の均衡」にあることが多い。しかし，シグナリングと L、ぅ現象が

高等教育を受ける人々の行動において，無視しえない重要な要素である

ことは恐らく否定しえない。

以上の 3つのモデルはいずれも興味深い内容をもっており，高等教育

に関わる経験的現象を理解したり説明したりするうえで，さまざまな示

唆を与えうるものである。現段階ではそれらの現実説明能力はいまだ未

熟で不確定であるが 3つのモデノレを比較検討するとともに，それぞれ

のモデノレをより精級化し，経験的観察との接点を増していくことによっ

て， より満足しうる理論モデルへと近づいてゆくことができるだろう心。

本稿はこれらのうち，特にシグナリング・モデノレを取り上げて考察を

加える。ただ，そこにおいては教育の効用という現実的問題は表面には

出てこないだろう。それは，本稿の課題がモデ、ルの理論的精微化という

ことにあって， その現実接近化ということでは必ずしもないからであ

る。一見モデル至上主義的な以下の考察は，性急に現実問題への解答を

求める人や(狭い意味での)経験主義的傾向の強い人には，若干異和感

を生じさせるものかもしれない。しかし，社会科学の長期的な発展のた

めには，短期的な収益率にとらわれないこのような地道な投資活動がや

はり必要であろう。

2. シグナリング・モテソレの基本構造

一般に理論経済学で完全競争市場を想定する時，必要な情報は各経済

主体にとって無費用で入手可能だという意味で完全情報が仮定されでい

る。とくに，財やサーヴィスの質と価格は市場への参加者に明らかでな

ければならなL、。 しかし， これはいうまでもなく非現実的な想定であ
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る。たとえば映画が好例であるが，われわれはある映画の質についでそ

れを観るまでは何も確実には知りえない。ところが観るためには購買し

なければならず，購買してしまえば，その質を知っていることはもはや

消費行動の決定に何の役にも立たないのである。

こうしたことは映画だけではなL、。自動車やカメラなどの耐久消費財

から， 石鹸の類の日用品に至るまで， 「使ってみなければ分らない」と

いうケースが極めて多い。むしろ完全情報モデルの想定が妥当:ずるよう

なケースの方が例外的であろう。このことはとくにサーヴィスに関して

そうである。

このような不完全情報下におかれた時， 消費者はどうするであろう

か。賢い消費者一一経済学では大体どの主体も賢いものと想定するのだ

がーーならば，当然，購入しようとする財やサーヴィスの質に関する情

報をできる限り多く手に入れようとするだろう。ある映画を観に行くべ

きかどうか決める時，われわれは，それについての新聞評やすでに観て

きた友人の評価を参考にするだろう。自動車の場合には，その性能に関

するさまざまな一般的知識を販売会社のパンフレヅトや雑誌などから得

ることができるし，また試乗してみることもできる。しかしながら， こ

のようにしてえられた情報は，購入しようとする財の質に関して十分な

知識を与えるものではない。それは財の「真の」質に関する不確実性を

減少させはするが，ゼロにはしない。

このように，ある財もしくはサーヴィスの質に関して，その不確実性

を減少させるような情報を，その「シグナノレ」と呼ぶ。

シグナノレが機能しているような財やサーウ、ィスは無数にあるが，われ

われはとくに労働力市場における教育のシグナノレとしての機能に関心を

もっている。このことを， M. Spence (1974 aJに従ってまず極く一般

的な形で定式化してみよう。

完全競争市場における企業の最適行動の一つの必要条件は，各労働者

の賃金がその限界生産性に等しいことである。一般に各企業は，雇用し

ようとする労働者の限界生産性を雇用してみるまでは知らない。ここで
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もし賃金がいったん雇用契約で定められたあとは変更不可能だとする

と，企業は労働者の真の質を知りえないままである賃金の支払いを約束

しなければならないことになる 5)。企業はしたがって，労働者の質につ

いての推測をより確実ならしめるような情報に注目するだろう。そのよ

うな情報のーっとして， 教育年数が考えられるかもしれなL、。すなわ

ち，企業の方は，何らかの根拠によって， より長期の教育年数がより高

い生産性を含意していると信じ， しかもこの推測が雇用のあとで裏づけ

られる，ということが起るかもしれない。

単純な例示として次のようなケースを考えてみよう。ーまず労働者に 2

種類あって， クツレープ Iの限界生産性は 1，グループEのそれは 2で、あ

るとし，それぞれgとl-gの割合で存在するとする九 この限界生

産性は教育によって変化しないものとする。企業はしかし個々の労働者

がどちらのグループに属すか知りえないので，教育年数を唯一の手がか

りとして賃金を支払う。教育年数 y を連続的な変数とし，y未満の労

働者に賃金 ω1を，y以上の労働者に ω2(>ω1) を支払うとしよう。

この教育年数によって区別された賃金表は労働者が受けようとする教育

年数を決定する以前に市場で明示されているとする。労働者の各グ、ノレー

プにとって，y年の教育を受けるためには貨幣換算された費用 Cω)が

かかり， それはグループ Iにとっては C](y) =y，グル一一プEにとっ

ては Cn(y) =yj2であるとする 7)。この時，各労働者は予想される賃金

から教育費用を差引し、た純所得を最大にするよう，教育年数yを自ら決

める。

まずグループ Iの労働者について考えると，彼は yく3のとき賃金 Wl

を受取り，純所得は w1-y となる。 y二三3 のとき純所得は W2~y であ

る。それぞれのケースにおける最適行動は y=oとy=yである。じた

がって， グループ Iの労働者は Wl とω2-Yとの大小によって，教育

年数Oもしくは 3を選ぶだろう。同様にして，グ、ループ Eの労働者は

帆と w2-yj2との大小に従って，教育年数Oもしくは 3を選ぶ。

一方，企業の最適行動はどのようになるだろうかめ。われわれは，賃
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金水準が個々の企業にとっては所与であるという点で，競争市場的性質

を仮定し続ける。したがって，企業はただ各労働者の雇用量を決定でき

るだけである。ところが，雇用前においては労働者はただシクホナルとし

ての教育年数によって識別されるだけで，その限界生産性によっては区

別されえない。したがって，いま一般的にシグナルの種類がJ個あると

すれば，各企業は，

J 

r:=F(九…，xJ) -L，WjXj 

を最大化しようとするだろう。ただしここで，Xjは第jシグナノレの労働

力の雇用量 Fはその組合せによって決まる生産額 Wjはシグ‘ナノレ別

賃金である。この最大化のための必要条件は，

dF 
一万j=Wj (j=l，…，J) )

 

4
i
 

(
 

である。ここで，潜在的な能力によって区別される労働者のタイプの数

を Iとし， 各シグナノレ jに含まれているタイプ tの労働者の比率を qり

(2Jqij=l) とすれば9〉，

dFーも dF d (qijXj) 
一一-
OXjーと d(qijXj) dXI 

dF 
となるが，一一一一一ーはタイプ tの限界生産力であり， これを fiとお

d (qiJXj) 

けば，

dF .!-
τ二一 =2Jfiqij

Uル i-1

となる。したがって(1)より，企業行動最適化の必要条件は，

U44j=ωj (j=l， ・，J) (2) 

と定式化される。すなわち，各シグナノレについて，その平均限界生産力

が賃金に等しくなければならなし、。

qijは，一般に， 提示された賃金表に対して各労働者が最適なシグナ

ノレ(教育年数)を選択することによって決まる。すなわち， 賃金表 w

=(Wh…，WJ) の函数である。一方 fiは，一般には実際の雇用量 (Xh

…， XJ) と qij(i=l，…，1; j=l，…，J)との函数である。ただし，考
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察中の単純な例ではかかる変数に対して不変であると仮定されている。

各 fもが企業を通じて同一，不変ならば， 与えられた賃金表にたいし

oF 
て各ォ二十も不変であり，われわれは，労働力の総量が完全に非弾力的

V"'J 

だと仮定してもその需給不均衡に思い悩む必要はない。したがって，こ

のような単純なシグナリング市場における均衝は，各労働者が総所得を

最大にすることと， (2)式とによって定義される。

さて，考察中の単純な例では，労働者がどの教育年数を選ぶかは， ωh

Wzおよび 3の値にしたがって 3つのケースに分けられ，それぞれのケ

ースについて各教育年数別平均限界生産力等を計算すると，表 1のよう

になる。

表1. 単純例におけるシグナリング均衡

ケース

a.ω1>ωz-yj2 

b. W2-Y<ω1く的-yj2

c. WI<Wz-y 

|平均限界!
教育年数 1生産力|賃金

全員がol2=-gl二7
グノレープ 10 

グループIIY
1 

2 

Wl 

W2 

l全員川 ロ二戸7

明らかに，任意の Wh 叫 ，)1の値に対して均衡が存在する訳ではない。

しかし，それらの値の適当な組合せをとることによって，均衡は必ず，

それも複数個，存在する。

この例では，生産性は教育にかかわらず不変であり， しかも職種によ

って変化することもないので，社会全体としてはシグナリング・コスト

の最も少ないケース aが一番望ましいということになろう。しかし，生

産性が教育によって増大したり，職種によって変化したりするという，

より現実的なモデルのもとでは，ある程度の教育がほどこされたり，教

育年数によって賃金差別をつけた方が望ましいような場合もある。

(Arrow (1973Jおよび Stiglitz(1975Jを参照。)
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3. Spenceによるシグナリング均衡存在定理

前節のような単純な例ではシグナリング均衡の存在は容易に確められ

るが， より一般的な例， とくに，生産性が各企業の雇用政策によって変

化する場合には， 必ずしも自明ではない。 Spence (1974 a Jはその

Appendix Fで， こうしたより一般的な例で均衡の存在を証明してい

る。ただし彼の証明においては，各企業は異なった賃金体系を持ちうる

と仮定されており，この点通常の完全競争市場の仮定から外れている。

この仮定が不必要なものであることは容易に示すことができるが，スペ

ースの関係上，その証明は省くことにする 10)。本節では， Spenceのシ

グナリング均衡存在定理の概要を紹介し，かつ多少のコメントを加える

ことにしよう。

(1) 労働者はその潜在的能力に従って 1個のタイプに分けられてお

り，第 iタイプの労働者の割合を gi>O，"E.gも=1，で表わす。この分布

は市場において所与である。

(2) 異なるシグナノレ(教育年数うの数をJとし，各労働者は何らかの

費用を支払うことによって，適当なシグナルを一つ，そして一つだけ選

ぶことができる。費用函数は(6)で与えられる。

(3) K個の企業がある。

(4) タイプ iの労働者のうち，シグナルjを示し，企業 hに雇用され

ている人々の割合を m~j で表わす。定義より，

m~j二三O すべての i，jおよび hに関して;

EmiJ=1 すべての iに関して。

この最後の条件は全労働者が何らかの企業に雇用されることを合意して

おり， したがって労働力の需給均衡はモデルで、すでに前提とされてい

る。

次のベクトルを定義する。
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m?=(mb，…， m~j) 

mk= (m~， …・・・， m~) 

m=(mト…・， mK
). 

北大文学部紀要

m は，潜在能力のタイプ， シグナル， および企業によって区分される

全労働力の配分状態を表示している。このような m の集合を M とす

れば，M は労働力の完全雇用配分の集合である。

(5) 企業 hは，潜在能力のタイプ tを持ち，シグ、ナノレ jを示してい

る労働力を gimむの割合いだけ雇用するが，giは定数なので，タイプ

iでシグナノレ jの労働者の企業 hにおける限界生産力は mk のみの

函数として，

f~j(mk) 

で表示される。ここで，ftはもはや定数ではなく， 企業の雇用様式に

よって変化するものである。ただし，それは mkに関して連続な函数で

あると仮定する。

(6) タイプ tの人が， シグナノレ jを得，企業 hに雇用されるために

要する費用は m の連続函数

qj(m) 

で示される。(費用が労働力の配分と， 雇用されようとする企業とに依

存するという仮定は，少々奇異である。実際，費用がただ潜在能力とシ

グナルとに依存するという仮定のもとでも均衡の存在することが，示さ

れうる。)

(7) 企業 hがシグナル jの労働者に支払おうとする賃金を tjで表

わし，ベクトノレ

tk= (t~， …・・・，t~) 

は企業 hの提示する賃金体系を，また

t= (t1，……， tK) 

は市場で提示される賃金体系全体を表示する。

(8) M は compactであり ，fむ(mk
) は連続なので， mipfも(mk

) と
直l~
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ma?'f~j(mk) がすべての i， jおよび k~こ対して存在する。区間 T? と
m~ 

その直積空間 T とが次のように定義される。

Tf= 〔戸1Ï~f~j(mk) ， !llaモ f~j (mk)J， Tてき17.
z，m" z，m'. 仰

(9) 均衡の定義。均衡は，各企業については，各シグナルに関してそ

の平均限界生産力が賃金に等しいこと，各労働者にとっては，彼の選択

するシグナルと企業とが最大の純所得を与えるものであることの 2条

件によって定義される。したがって，

以下の 2条件を充す点 (m，t)εMxTが均衡点である;すなわち，

(a) すべての hおよび jに関して， もしある tについて mもチOな

らば，

ì;Jm~jgif~j (mk
) 

呼=ムFij

(b) すべての i，jおよび hに関して，もし mも+0ならば，

tJ-Cも(m)=maxCt; -q.Cm) J. 
r，s 

少し注釈を加えると， (a)において， ある t について m~jチO という

ことは，その企業がシグナル jの労働者をいくらかは雇用していると

いうことである。 もし， すべての t について m~j=O ならば，企業 h

はシダナノレ jの労働者を全然雇用していない。 そしてこの時， この j

については，平均限界生産力が賃金に等しいという条件は適用を免がれ

る。 ω)において mもチOは第 tタイプの労働者のうちある者がシグナ

ノレ j，企業 hを選択していることを示している。したがって， この選択

が合理的である限り，それは最大の純所得を与える組合せでなければな

らない。

このように定義された均衡が存在することは， Spence (1974a: 179 

81]で証明されている。証明には，恐らく彼の指導教官であった Arrow
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の助力によって，通常の存在定理の証明と同様のテクニックが用いられ

ている。すなわち， まず上半連続で各点の像が常に凸集合であるよう

な，MxTからそれ自身への写像を構築し， 角谷の不動点定理から，

不動点 (mぺt*)EMx Tが存在し， この点が均衡点であることが示さ

れるのである 11)。

4. 潜在能力の連続的分布のもとにおける

シグナリング均衡

前節で紹介した Spenceのモデルには， すでに指摘したように，い

くつかの問題点がある。各企業がそれぞれ独自の賃金体系を持つこと

は，競争市場の仮定に反L，シグナリング費用が労働力配分様式や雇用

される企業にも依存するというのは，シグナルを教育と解するときの常

識に反する。

さらに，それほど深刻なものではないが，一つの内的不斉合を指摘す

ることができる。それは，上のモデルでは，労働力の連続的分布が仮定

されている (mの集合 M は実数濃度をもっ)のに対して，潜在的能

力については離散的分布が仮定されていることである。シグナルは人々

にとって外的なものだから，離散的であっても構わないが，人々が連続

濃度で存在しているときには，彼に内的に附属している潜在的能力も連

続濃度をもっとする方が斉合的であろう。 しかも Spenceはその考察

の大部分の箇所において，潜在的能力の連続的分布を想定しているので

ある。(たとえば， Spence (1974aJの AppendicesA~D) 。

このようにして， 本節の課題は Spenceのモデノレを冒頭で指摘した

諸点とともに，潜在的能力の分布型において，修正することである。し

かしながら，後者の点の修正は簡単なものではなく，われわれは新しい

数学的道具，測度論，の助けを借りなければならない向。

まず第 1に，われわれは人々の潜在的能力が実数のある開区間上に分

布していると仮定する。 Aでこの区聞を表わすことにしよう。さらに，
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潜在的能力の密度函数が g(・)で与えられているとする。

仮定1. 潜在的能力の集合は実数のある開区間 A で表わされる。 A

の上限と下限をそれぞれ asup および αinf と記す。潜在的能力の分布

は A において連続な密度函数 g(・)， J g(x)dx=l，で 与 え ら れ

る13)。 A 

シグナルはやはり f個，]く∞，存在するものとし，各シグ、ナノレ別の

潜在的能力の分布は総計が g(・)になるような gj(・)で表わされる。

函数 gj(・)， (j=l，……，])の集まりを G=(gh……，gJ)で表わす。

G は gj(・)の特定の値からなるベクトルではなく， 函数の集合であ

り，それは全体としてシグ、ナル別に分けられた労働力の分布を示すもの

である。

定義1. (i) シグ、ナル jを顕示する労働力の密度函数は，Aの上で

定義された gj(・)， 0ζgj( ・ )~g( ・)，で表わされる。

(ii) シグナノレ別に区分された労働力の総合的な分布を G=(gh' 

gJ)で表わす。ただし， すべての抗A に関して，L]gj(x) =g(x)。

(iii) すべての可能な G の集合を，函数集合 gで表わす。

ここでわれわれはまだ個々の gjがどのようにして決まるかを定めて

いないし，ましてやその可能性は前提していない凶。こうしたことは，

つぎに設けられる仮定から導出されるであろう。

仮定2. 潜在能力抗A を持つ個人がシグナル jを獲得するための

コストは，Cj(x) で表わされる。 Cj(x) は Aにおいて連続な函数とす

る。

コスト函数に関しては連続性の仮定だけですませたいところだが，実

-160ー



北大文学部紀要

はそれだけでは厄介な問題が残る。たとえば，ある賃金表 tに関して，

ある開区間のすべての xについて，tj-Cj(X) =tj'ーCj'(X)， jチj'が成

立しているとしよう。この時， この区間内の潜在能力を持つ個人は，シ

グナル jを選ぶのと j'を選ぶのとに関して全く無差別で、あり，もしこ

れらが最大の純所得を与えるものであれば，彼は jもしくは j'を全く

恋意的に選ぶだろう。こうしたことが，当の開区聞に属すすべての個人

について起る。 gj(X)とgj'(X)は能力 Z をもっ人々が jあるいは j'

を選ぶかどうかによって決まるが， このような状況下では，その開区間

において gj(X) と gj'(X) が可測でないということが起りうるだろう。

次の仮定は， この好ましくない事態を排除するために設けられるもので

ある。

仮定3. どの二つの費用函数 Cj(X) と Ci，(X)，jチj'~こ関しても，

任意の実数 C に対して， Cj(X) -Cj， (X) =cとなるような点 Z はせい

ぜい有限個しかない。

次に，各企業への労働力の配分を表わす変数を定義しなければならな

い。 Spenceにおいてはこれは mもとして表わされたが， われわれの

モデルで、は添字 iがないので，同じやり方を続けることはできない。そ

の代りに，われわれは，fjJでシグナノレ jを顕示する労働者のうち企業

hに雇用されている者の割合いを表わすことにしよう。

定義2. シグナル jを顕示する労働者のうち企業 hに雇用されて

いる割合を 0? とする。いうまでもなく，呼ζl かつ事fj~= l. 以下の

ベクトルおよび集合を定義する。

(i)θk=  (fj:，……， fjY) 

(ii)θ=(θ ……， (JK) 

(iii) θ={以上の条件を充たすすべての時.
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各企業の生産高は，労働力の分布状態および企業の雇用政策とによっ

て決まるだろう。函数 gj(・)のそれぞれの値にスカラー o?を乗じて

できる関数を O~gj( ・)とする。 このとき企業 hの生産高は，他の生

産要素を不変とすれば，

P((}k， G) =P(O~gb ……， θ}gJ) (3) 

で与えられるだろう。 これは， (θI G)Eθ x[jを一つの実数値に写像す

るところのある函数である。ここで，かかる生産函数は各 gjが可測で

あるような G に関してのみ定義されると考えるべきだろう 15)。

市場で決定される賃金表を tb ……，tJ とすれば，企業にとっての最

適行動比

P(θk，G)-pJf仰 (x)dx

を最大化することである。しかし， 企業にとって操作可能な変数は

時(j=l，……，J)のみである。もし，任意の可測な G に関して，

P(θk G) が O~ (j =l，…・・・，J)に対して微分可能である時，上式の最大

化の必要条件は，各 j~C:関して aF(OK， Q =tJ i&(z)dxとなるこ
」 一一扇子- f 

とである。

仮定4. (i) 企業 k(k=l，……， K)の生産函数は， Gが可測なと

き， (3)で与えられる。

aP((}k， G) 
(ii) 任意の θEθ， 任導の可測な GE[jに対して，一一一一一一ーがao'J 

一意的に存在する。この偏導函数を fう(Ok， G)で表わす。

あとで定義する均衡の存在を導くためには，常套手段として 17に

ある種の連続性を仮定する必要がある。グに関しては通常の連続性を

考えればよい。 しかしながら， G は実数でもベクトノレでもないので，

それに関しては通常の連続性が定義できない。われわれはここで測度論

の初等的な知識を必要とする。
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可測集合の簡単な例としては，実数の任意の区間 E がある。 E のル

ベーグ測度は，

μE=SUp{XfE}ーinf{XfE}

で与えられる。 もし有界集合 E が可算個の互いに素 pairwisedis-

joint)な可測集合 Elの和であれば，集合 Eは可測で，その測度は，

μE=手μEl

で与えられる。たとえば可算個の点の集合は，もしそれが有界ならば，

羽m度ゼ戸である。

同ーの可測集合 Eのうえで定義された有界函数 g(X) と h(x) は，

μ{xfE I g(X)チh(x)}=O

なるとき， ほとんで至るところで (almost everywhere)同一である

と言われ， g(x) =h(x) (a. e.) と表記される。可測集合 E のうえに

定義された函数列 {gν(X)}は，次の条件をみたすとき， ほとんど至る

ところで g(X)に収束すると言われる。すなわち， μB=Oなるある部

分集合 BcEがあって， 任意の ε>0に関してある戸が存在して，

すべての xfE-B， すべての ν二三Eに対して，Igν(X) -g(x) Iく£とす

ることができるときである。この考えをわれわれは次のように用いるこ

とができる。

定義3. (i) 各 jに関して {gj}がほとんで至るところ gjに収束

するとき， 函数の集まりの無限列 {Gν=(g~， …… ， g'J)}は G=(gh

-…， gJ)にほとんど至るところ収束すると言い， G→G(a.e.)と記す。

(ii) 二つの函数の集まり Gl=(gl，…・・・，g}) と G2=(gi，…・・，g'j) 

は，もし各 jについて，g} = g; (a.e.)であるならば，ほとんど至ると

ころ同一であると言い， Gl = G2 (a.e.) と記す。

今やわれわれは fJについて一種の連続性の仮定を設けることができ

る。
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仮定5. すべてのk:;および l~;こ関してしもじベタートルめ無下艮列 {6k'}

が通常の意味でがに収束し， かつ無限列 {G'}，G'EQ，がほとんど至

るところ GEQに収束するならば，{fう(8恥 ，G')} は f~(θ\ G)に収束

する。ただし Gν および Gは可測とする。

この仮定からえられるいくつかの基本的な帰結を記じておこう。

補助定理1. (i) もし Gl=G2(a.e.)，Gl， G2EQ， ならば，各 hおよ

び jに関して，任意のがに対して，

f~ ((jk， Gl) = f~ (θk G2) 

である。

(ii) もL gl=O (a.e.)ならば，作((Jk， G) =0. 

証明 (i) 仮定よりすべての νについて Gν=Glであるような {G'}

はほとんど至るところ G2に収束する。したがって仮定 5より，

f~((J\ Gl) =limf~(O\ G') =乃((}¥G2). 

(ii) Gを gj=O(a.e.)であるような任意の潜在的能力分布とする。

次に G'EQ を jに関しては高(x)=0， all xEA，かつ他のj'チjに関

しては g;(x)=0 であるようなすべての抗A において，

g;， (x) = gj' (x) 

と定義する。明らかに G=σ(a.e.)である。 すべての抗A に対じて

gj(x) =0だから，

P(O~g;， … (日+d)gj ・"， O~g~)-F引が， σ)
jJ(f}¥σ)=!IF--一一-L-i

=0. Climの中の分子の両項が常に等しいから)

したがって上の結果 (i) より ，f~(O\ G) =f~(f}\ G') =0である。

補助定理1. Ci)は潜在能力の総合分布がほとんど至るところ同一な

らば，その限界生産力函数は同ーの値をとることを示している。これは

常識的な帰結であろう。 f?が函数の函数であるところからくる困難性
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を回避するために，われわれは次の仮定をも必要とする。

仮定6. 各 hおよび jに関し，実数の部分集合

(12竺151l1  ?=if&・(x)dxI針。(a札 Gfgj

は有界である。

この仮定は，補助定理 1. (ii) より ，gi=O (a.e.) ならば f~=O と

なるという事実によって部分的に合理化されるだろう。 ここで，gjは

非負，有界なので，もし可測ならば，肘o(a. e.)はfgjチOを合意

A 

する。 (Natanson(1955 : 124Jの Corol1ary2を参照。)したがって，

f酌がゼロになる時には常に f~ もゼロになる。 しかし，両者の比が

A 

有界であるためには，両者のゼロへの近づき方が問題で，それは他の仮

定からは導かれえないので，やむをえず仮定6を設けるのである。

仮定6により，次の定義が可能となる。

定義4. 次の閉区間およびその直積を定義する。

Tt=〔!pf{UEVj〉， sypfUEVf}〕，

T= xTJ. 

次の表記法を導入することが便利である。

定義5. 各賃金表 tETv;こ関して， 次のような A の部分集合を各シ

グナル jについて定義する。

(i) L;(t) ={xEA I ti-Ci(X) >tj'-Cj，(x)， Vj'チj}.

(ii) Nj(t) ={xEA /tj-Cj(X) =1ヂx(ん，-Cj，(X))}-Lj(t). 

(iii) Bj(t) =A一(Lj(t)Ul叫(t)) 

={xEA I tj-Cj(X)くmax(t1' - Cj' (X))}. 
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分り易く言うと ， Lj(t) はシグナル jが最大の総所得を与えるよう

な潜在的能力の集合のうち，他に同じ純所得を与えているようなシグナ

ルが存在しないようなもの， 1巧(t) はそれが存在するもの，の集合であ

り，Bj(t) はシグナノレ jが最大の純所得を与えるものではないような

潜在的能力の集合である。明らかに， これら 3つの部分集合は，Aの

排他的で網羅的な分割になっている。

以上で準備作業は終る。われわれは今や，連続的な潜在能力分布のも

とにおけるシグナリング均衡を定義することができる。

定義6. 次のような点 (t*，()*， G*)fTxθxg がシグナリング均衡

点である。

(a) G*は可測である，すなわち各 giが可測である。

(b) 各 hおよび jに関して，もし g1がほとんど至るところゼロで

ないならば，

f~ (O~* ， G*) 

ト}ぷ(x)dx
A 

(c) 各 jおよびすべての xfAに関して，もし xfBj(t*) ならば，

g'J(x) =0。

この均衡の定義は， 前節における Spenceのモデルにおけるものと

形式上そう異なってはいない。 (b)は，もし企業が何らかの正の量のシグ

ナル jの労働力を雇用するならば，その (OJ一単位当りの)平均限界

生産力が賃金に等Lくなければならないことを示している。 (c)は，各労

働者が最大の純所得を与えるようなシグナルを選んでいることを示して

いる。

Spenceと異なるのは， (b)の t?に添字 hがついていないことであ

る。これは，賃金表は市場において一義的なものでなければならないと

いう完全競争市場の仮定を取り入れている。したがって， (b)の等式は，

各 jについて，すべての企業において充たされなければならない。

-166ー



北大文学部紀要

こうして定義された均衡の存在の証明は，次節で展開することにしよ

う。

5. 均衡存在の証明

証明の枢要点は，角谷の不動点定理が適用できるような函数を構成す

ることである。そのための準備段階として，次の多価函数 H:T→Sを

定義する。

定義7. H(t) ={Gf{] Iもし xfB1(t) ならば gj(X)=0， 17 xfA， 17j} 

H(t) は与えられた賃金体系 tに対して均衡条件(c)を充たすようなす

べての労働力分布 G の集合を表わしている。

補助定理2. 任意の tfTに関して:

(i) 集合 UNj(t) は A のせいぜい有限個の点しか含まない。

(ii) もし Lj(t)チ併ならば，それは互いに素な有限個の開区間の和

である。

(iii) もし G=(gb…・・・，gJ)fH(t) ならば， 各 jに関して， すべ

ての xfLj(t) に対して gj(X)=g(x)である。

証明 (i) 仮定 3より明らかに各時(t) はせいぜ、い有限個の点しか

含まなL、。したがってそれらの和もせいぜい有限個の点しか含まない。

(ii) まず UNj(t)=ゅのときについて証明する。 このとき， どの

釘 A をとってもそれに最大の純所得を与えるようなシグナルは只一つ

しか存在しない。一方， 仮定 2から各 tj-Cj(X) は連続である。した

がって，ある xについて最大の純所得を与えるようなシグナル jはす

べての xに対しでもそうでなければならなし、。(さもなければ，ある点
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Z において二つの純所得曲線が交わらねばならないが， これは UNj(t)

=φ に矛盾する。) したがって， Lj(t)チ併ならばそれは A 自身に等

しく，開区間である。

UNj(t)チゅのときは A は UNj(t)に含まれる点 {Xt}， XlくX2く

…く恥， (nは点の数)，によって，次のような開区間に分割される。

(α叫ん Xl)，(X1! X2)，……， (X n-11 Xn)， (Xn， aSUp) 

Ii =:= (Xi，仇十a，(i二0，1，……， n)，とする。ただし Xo=α訓 .1>X"+l =a.叩

とする。任意の Lに関して次のことが成立する。すなわち，まず任意

の xdiについて Xを含むような Lj(t) はーっそしてただ一つ存在

する。さらに，もし L が Lj(t)の点を一つでも含むならば，すべての

肝Iiがこの Lj(t) に含まれる。なぜなら， もし二つの点 X，x'Eli ~こ関

して XELj(t)かっ〆ELi，(t)，jチj'， ならば， 費用関数の連続性よりあ

る X"Eli が存在して，む-Cj (x/) = ti' -Cj' (X勺 でなければならない

が， これは Lの定義に矛盾するからである。したがって，各区間Lは

ある一意的なシグナノレ jに対応して，すべての肝Iiが Lj(t)に属す。

各府Li(t) は必ずどれかの Lに含まれているので， Lj(t) の何らか

の点を含むすべての開区間 Lの和が Lj(t) に等しい。

(iii) 抗Lj(t) と仮定しよう。そうすれば定義よりすべての fチjに

関して抗Bi，(めである。したがって， かかる fに関して， GEH(t) 

ならば，gj'(X) =0。写gj(X)=g(X) だから，gj(X) = g(X)でなければ

ならない。

補助定理3. 任意の tET~こ関して;

(i) もし G=(gh……，gJ)EH(t) ならば，各 giは可測である;

(ii) もし G と G'がともに H(t) に含まれるならば，すべての j

に対して gj=gj(aふ)である。

証明 (i) 補助定理2. (i) および (ii) より，集合 A は有限個の互

いに素な部分集合 Ii(i=O，……， n) と {xi}(i=l，……， n) とに分割
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されるーもし Fが-jに対応するならば，補助定理2:(iii) より，すべ

ての xfhに対してあ〈尚一三g(X) で、ある。 まって Iilど:おいて gj(的

は連続， したがって可測である。 もL Ii'が jに対応しないならば，

明らかに ιにおいて gj(X)=0。 よって Ii'においても可測である。

最後に各 XiEUNj(t) について， もし xif/l叫(t) であれば， やはり

gj(X) =0。 もし XiENj(t) であれば， gj(Xi) は (0"g(x)J のどんな

値でもとりうる。 しかしそれがどんな値であろうとも， gj(Xi) はその

点において可測である。かくして，測度論のある定理により(たとえば

Nat.anson、r:1955:90Jの Theorem3)， gも(X)は A=(Uli)U (U{抗日

において可測である。

(ii) 上の議論において明らかであるように，

gj(X) =gj・(X)= g(x)， V.釘 Lj(t);かっ

gj(X) =高(X)=0， VXEBj(t). 

l叫(t) は有限価の点しか含まなL、から， μJ叫(t)=0。したがって，

μ{X I gj(x)チgj(X)}L:μ川，(t)=0. 

すなわち，gj=gj (a.e.)である。

この補助定理3. (ii)および補助定理1. (i) より，われわれは次の系

をうる。

系1. 任意の tETに関して， もし G と G'がともに H(t) に属す

ならば，すべての jと hに対して，

刀(fJ"， G)=f~ ((j¥ G'). 

これは，同ーの賃金体系に対しては，各シグナノレ別の限界生産力は一

義的に定まることを示している。

以上の諸結果は比較的自明なことをでいねいに確認したものであっ

た。以下においては，それらを用いて， より実質的な内容のある帰結が

証明される。
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補助定理4. 無限列 {tν}，tνr:T が t。に収束するとする。 {Gv}をす

べての ν に関して Gνr:H(tつであるような任意の函数の集まりの無限

列とし， G。を G'r:H(めであるような任意の労働力分布とする。 この

とき，各 x(/UNj(nに対しである 5が存在し，すべての ν::;:::iiに対

し，各 jについて，

g;(x) =g;(X) 

である。

証明 x(/l)Nj(t') は， ある jについて抑Lj(t') を意味する。 jl

をこの Z についてかかるシグナルだとしよう。

0=凡-Cj，(X) -maxU; -C;(x)J 
円日 j.fi[ 

とおくと，明らかに 0>0である。この o~こ対して適当な E を選んで，

すべての ν二三Eに対して，

m?-xlちーt;1くす
であるようにすることができる。したがって，任意の jに対して，

l{tJ1-Ch (x)一〔り-Cj(X)J}-{t;l-Ch(x)一〔ち-C/x)刀i

=1弘一tjl-(tjーち)1 

LIち1-t;ll + 1ぢ-t;1 

o 0 
くー十一=0.2 ' 2 

このことは，

ぢl-Ch(X)一切-Cj(x)J>-o十月1-C1! (x)一U;-C/x)J

を含意し oの定義より右辺は二三Oである υ すなわち，任意の jチjl，

ν二5 に対して，

tjl-Ch (x)>ち-C/x).

したがって，XI'Lfl(tつである。よって，

gjl (x) = g; (x)，であり，かっ

gj (x) =gj(x) =0， Vjチjl・
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これで証明は完全である。

この補助定理4に， μylV}(to)=0を考慮すれば， 次の系が直ちにえ

られる。

系2. 無限列 {tν}，tνET，が t。に収束するとする。 このとき， すべ

ての ν について G守H(tν) であるような労働力分布の無限列 {G'}

は，任意の G'EH(t') にほとんど至るところ収束する。

この系から次の補助定理が導かれる。

補助定理5. 無限列 {t'}，れ T，が t。に収束するとする。このと

き，すべての ν について Gν=(gr，……， g'J)EH(tつ で あ る よ う な

{Gν〉と，任意の σ=(g;，……， g;)EH(t') とを考えると，すべての

jについて，fg剖;(似はfg;ω州;χμμωωZ幼州)

A A 

証明 この証明には，有名なノレベーグ収束定理を用いる。それは次の

ようなものである。

gを E において積分可能な函数とし，{h'}を次のような可測函数

列とする;すなわち，Eにおいて Ihνlζg，かっ Eのほとんどの Z

において h(x)=limhぺx).このとき，

f h(x)dx=liIイか(x)dx

が成立する。 (Royden(1968 : 88Jを参照。)

われわれのケースでは， 各 jについて A において|郡伊)I Lg(X) 

であり， また系 2から， ほとんで至るところ石(x)= limgj(x)であ
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るo g(x)は積分可能であり ，g;(x)は可測だから(補助定理3.(i))， 

ノレベーグ収束定理を適用して，各 jについて，

f g;(x)dx=lim J gj (x)dx 
A A 

となる。

補助定理6. 任意の tET に関して， G1EH(t) かっ G2EH(t) であ

れば，各 jについて，

j'g}(x)dx= fgJωdx 
A A 

証明各 ν について gj=g}であるような fg;〉はほとんど至ると

ころ gJ~，こ収束する(補助定理 3. (ii))から，ルベーグ収束定理を適用

してただちに求めるべき結果がえられる。

今やわれわれは，定義6で与えられた，シグナリング均衡の存在を示

すことができる。

定理 シグナリング均衡が存在する。

証明 われわれは θにある制約をア・プリオリに与えて，そのもとで

均衡が存在することを示す。これは存在証明のテクニックとしてはやや

不自然にみえるかもしれないが，とにかく均衡が「一般に」存在するこ

とを示すためにはそれで十分である。

それは，各jに特定の一つの企業 kを対応させて ey=lとおくこと

である。これは，異なる 1に同ーの hが対応することを妨げない。こ

のようにすると，均衡条件(b)における賃金と平均限界生産力との聞の同

等性は，各 jについてこのように対応づけられた hに関してのみ成立

じていればいいことになる。 この jに関'して，他の企業がは ey=o
であって， よって e;'gjもゼロだからである。
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以下においては，表記の単純化のために，f~((Jk， G)を単に fj(G)と

記す。各 jについて hは一義的に特定化されており，また Oは固定さ

れているからである。

次のような多価函数 W:T→Tを定義する。

WEW(t)仲

(a) wET， 

(b) もしある GEH(t) について gjチo(a.e.)ならば，

_ fバG)
Wj一戸(お 仏)

A 

系 1および補助定理6から， (4)式の右辺はすべての GEH(t)に関し

て同一であり，また仮定6に関する説明のところに述べられているよう

に，J仰 )dxはゼロではなくて， よって的はかく定義することが
d 

できる。 (gj=O (a.e.) であるような jについては Wjは WiETjを

みたすどんな値でもいい。)われわれはこの画数 W が，上半連続であ

り，かつ各 tに関して W(t) が凸集合であることを示す。

(i) 凸集合性:まず gjヲιo(a.e.) (GEH(t)) であるような jに

ついては，Wjは(4)によって一義的に定義される。(同ーの tに関して

は， 異なる G'EH(t) についても， 同ーの叫に帰着する。)また gj=

o (a.e.)であるような j~こ関しては ωj の値は Tj の中の任意の値で

ある。 Tj が凸集合であるところから，W(t) もまた凸集合でなければ

ならない。

(ii) 上半連続性:無限列 {t"}，t"ET，が t に収束し， また {W"}，

W"EW(n，が w。に収束すると仮定しよう。われわれは，WOEW(n を

示せばよい。

まずμ ある GOEH(r) について g;=O(a. e.)であるような jについ

て， WEW(t
O
) であるためにはただ ωjEわでありさえすればよい。

Tはコンパグトだから，wOET。よって，w;ETj。
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次にある GOEH(t
O
) について g;チo(a.e.)であるような jについ

て考える。系 2から，十分に大きな ν に対しては gjチo(a. e.)，ただ

し GνEH(tつ。したがって， このような ν に対しては，

w~= ~fj(Gν) 
j-Jgj(x)dx 

A 

。がほとんど至るところ σに収束する(系 2)ので，仮定5より，

ん(Gつは fi(σ) に収束する。また，補助定理 5より ，f gjは fg;

に収束する。したがって， wfは

fj(G
O
) 

両両瓦

に収束しなければならない。 よって， もし Wjが wjに収束するとす

れば，

刊。_ fj(GO) 
一 一
円 fg;(ゆdx

でなければならない。かくして，先の結果と合わせて，WOEW(nであ

ることが示された。

さて，明らかに Tはコンパクトで凸集合だから， t*EW(tつである

ような不動点いが存在する。 G*EH(t*) としよう。 H(t) の定義よ

り，G*は均衡条件の(c)を充し，また補助定理 3.(i)より， (a)も充す。

W(t)の定義より， t*は条件(b)を充す。 したがって， 最初に固定され

た θ に関して (t*，8， G*)ETxθxgは一つの均衡点である。(証明

終り)

6. むすび

以上で，本稿の主テーマであるところの，潜在能力の連続的分布下に

おけるシグナリング均衡の存在を示す， という課題ははたされた。ここ

で用いられたモデルは， Spenceのそれをより一般化しまた内的斉合性
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を増大したものになっている。

ことで示されたことは， しかしながら，ややナクニカルにすぎて，必

ずしも現実的問題との関連性への期待には沿うものではないだろう。一

般に，均衡の存在を証明することは，議論の出発点として不可欠ではあ

っても，十分なものではなL、。さらに望まれることは，均衡のより具体

的な諸性質を明らかにしたり，あるいは，均衡への収束のメカニズムや

比較静学的なメカニズムを分析することであろう。

また，学歴の効用，その社会的た意義，といった本来の現実的な問題

関心にアプローチするためには， シグナリング・モデルに固執すること

は恐らく得策ではないであろう。第一節で紹介した人的資本論やスクリ

ーニング論をもあわせて，学歴に関する数理モデ、ノレをどんどん展開する

ごとが必要で、あろう。 この種の研究はまだほとんど緒についたばかり

で， 日本では渡辺(1976;1977)のものがあるくらいである。しかし，

問題の重要性を考えると，たんにデータを集めたり，あまり厳密に定式

化されてはいない概念図式を述べたりするだけではなく，理論的研究，

すなわち数理モデルの発展が必要不可欠なことは明らかである。

<注>
1)日本については，たとえば麻生・潮木(1976J，橋爪 [1976J，潮木 [1977J，ある

いは渡辺 [1982J。アメリカについては，人的資本論に反駁して高等教育の過剰を

指摘する Freeman[1976J，あるいは新左翼の立場から不平等形成，固定化メカニ

ズムとしての教育制度を批判する Bowlesand Gintis [1976J。

2)適格な紹介論文としては，島田 [1977:第 2，.3章〕参照。

3)代表的なのは，本稿が後に検討する Spence (1974 aJであるが， ほかにも

Spence [1974b; 1976a; 1976bJや Ri1ey(1975Jがある。また，教育以外のシグ

ナリング市場を分析したものとしては， Akerlof(1976J， Jaffee and Russell[1976J， 

Rothschi19and Stiglitz [1976Jがある。

4) Wise [1975Jは，人的資本論とスグリーニング論との経験的妥当性をデータによ

って検討するという興味深い試みを行なっている。なお，盛山 (1979Jーも参照、o

5)以不において F賃金Jvi;.利子率宅、割引きされた F生涯賃金Jを意味している。

ここで仮定している固定した賃金契約は非現実的であるが，公務員の場合にはかか

る側面がない訳ではなし、。
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6)ここで限界生産性は，固定的で，線型加法的だと一一人的資本論やスグリーニン

グ論におけるように 仮定されている。この非現実的な仮定は第3節以降では除

去されるだろう。

7) より高い潜在能力を持つもののシグナリング費用がより安いということが，シグ

ナリングが有効に作用するための条件で、ある。

8) Spenceは企業の行動を以下におけるような形では定式化しておらず， (2)式が

ア・プリオリに設定されている。

9)ここでは第 1シ!fナノレの任意の 1単位の労働力にも，qij分の第 iタイプが含ま

れていると仮定されているO この仮定は，労働力が無限に分割l可能だとL、う通常の

一般均衡理論の仮定のもとでは論理的に導出されうるものである。

10.)この Spenceのモデルに関して，市場において同ーの賃金体系しか存在しないと

いう条件のもとでの均衡の存在の証明は Seiyama(1977)で与えられている。

11)角谷の不動点定理およびそれを用いた均衡の存在定理の証明については，二階堂

(1960.)あるいは Arrowand Hahn (1971)を参照。

12)一般均衡理論の最近の展開において，競争的均衡と Coreとの関係を解明するた

めに測度論が活用されている。 Aumann(1964)，Khan(1974)あるいは Sonder-

mann (1974)参照。 Hildenbrand(1974)は， この分野の諸研究をうまく集大成

している。

13)あとで定義する均衡の存在のためには，これらの条件はもっとゆるめることがで

きる。とくに，g(.)は連続である必要はなく，ただ可積分でありさえすればよ

L 、。

14)可視u性など，担u度論の基本概念については， Royden(1968)あるいは伊藤 (1963)

を参照、。

聞これは，生産函数州Iらかの形で:-Jgi(x)dxの項を含んでいると考えることが
A 

自然、だからである。
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